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第２ 【事業の状況】 

(1) 仕入実績 

当第３四半期会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２ 上記の事業部区分において、各事業部における北関東地区の内訳は次のとおりであります。 

     ①首都圏・北関東事業部 

      栃木県及び群馬県 

     ②北関東・東北事業部 

      茨城県及び栃木県の一部の店舗 

  ３ 北関東・東北事業部の「もんどころ」業態につきましては、前年同四半期の実績がないため 

     前年同四半期比の記載を省略しております。 

   ４ 前年同四半期比の算定にあたっては、前事業年度末までに閉鎖しました次の店舗にかかる金 

     額を、比較対象となる前年同四半期会計期間の数値から除外しております。 

     ①首都圏・北関東事業部 

     「村さ来」業態 320千円 「大阪王将」業態 5,071千円 

     ②北関東・東北事業部 

     「村さ来」業態 1,930千円  

１ 【仕入及び販売の状況】

業態の名称

当第３四半期会計期間
(平成21年10月１日から 
  平成21年12月31日まで)

前年同四半期比
(％)

金額(千円)

オリジナル部門
忍家 205,081   8.0   

小計 205,081   8.0   

フランチャイズ部門

益益 39,709   △3.6   

はなまるうどん 6,243   △13.0   

小計 45,953   △21.0   

首都圏・北関東事業部計 251,035   1.2   

オリジナル部門

忍家 167,570   △8.6   

くいどころBAR 14,452   △8.2   

かいらく 4,188   △17.2   

月の詩 4,341   △1.6   

巴 6,480   △32.9   

もんどころ 10,245   ―  

小計 207,278   △5.0   

フランチャイズ部門

村さ来 3,077   △77.2   

益益 32,365   △4.0   

大阪王将 9,518   40.2   

小計 44,961   △16.8   

北関東・東北事業部計 252,240   △7.4   

本部 6,474   19.9   

合計 509,750   △3.0   
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   ５ 当第１四半期会計期間より、事業部の管理エリアの変更を行っており、一部の店舗の販売実  

     績を以下のように変更しております。  

     ①首都圏・北関東事業部から北関東・東北事業部への変更に係る影響額  

     「忍家」業態 26,550千円 「村さ来」業態 3,449千円  

     ②北関東・東北事業部から首都圏・北関東事業部への変更に係る影響額  

     「忍家」業態 5,779千円  

     なお、表中の数値は前第３四半期会計期間分を変更後の区分に読み替えて前年同期比を計算  

     しております。 

   ６ 首都圏・北関東事業部の「巴」業態１店舗を平成21年７月に「益益」業態へ変更し、当第３ 

     四半期会計期間おいては「益益」業態として営業しております。従いまして、当事業部の  

    「益益」業態における前年同四半期比は当該店舗「巴」業態としての前年同期実績を含めた 

         金額により計算しております。 
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(2) 販売実績 

当第３四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
   ２ 上記の事業部区分において、各事業部における北関東地区の内訳は仕入実績(注２)に同じで 

     あります。 
  ３ 北関東・東北事業部の「もんどころ」業態につきましては、前年同四半期の実績がないため 

     前年同四半期比の記載を省略しております。 
   ４ 前年同四半期比の算定にあたっては、前事業年度末までに閉鎖しました次の店舗にかかる金 

     額を、比較対象となる前年同四半期会計期間の数値から除外しております。 
     ①首都圏・北関東事業部 
     「村さ来」業態 2,244千円 「大阪王将」業態 13,561千円 
     ②北関東・東北事業部 
     「村さ来」業態 6,231千円 
   ５ 当第１四半期会計期間より、事業部の管理エリアの変更を行っており、一部の店舗の販売実 

     績を以下のように変更しております。 
     ①首都圏・北関東事業部から北関東・東北事業部への変更に係る影響額 
     「忍家」業態 82,897千円 「村さ来」業態 11,127千円 
     ②北関東・東北事業部から首都圏・北関東事業部への変更に係る影響額 
     「忍家」業態 22,497千円 
     なお、表中の数値は前第３四半期会計期間分を変更後の区分に読み替えて前年同期比を計算 
     しております。 
   ６ 首都圏・北関東事業部の「巴」業態１店舗を平成21年７月に「益益」業態へ変更し、当第３ 

     四半期会計期間おいては「益益」業態として営業しております。従いまして、当事業部の  
    「益益」業態における前年同四半期比は当該店舗「巴」業態としての前年同期実績を含めた 
         金額により計算しております。 
  

業態の名称

当第３四半期会計期間
(平成21年10月１日から 
  平成21年12月31日まで)

前年同四半期比
(％)

金額(千円)

オリジナル部門
忍家 761,569   11.1   

小計 761,569   11.1   

フランチャイズ部門

益益 136,031   2.7   

はなまるうどん 16,443   △15.5   

小計 152,475   △15.8   

首都圏・北関東事業部計 914,044   5.4   

オリジナル部門

忍家 606,532   △5.6   

くいどころBAR 51,090   △8.2   

かいらく 14,616   △16.2   

月の詩 15,582    △3.4   

巴 21,145   △29.2   

もんどころ 33,566   ―  

小計 742,534   △2.5   

フランチャイズ部門

村さ来 11,127   △74.8   

益益 110,930   3.0   

大阪王将 27,850   43.0   

小計 149,908   △12.5   

北関東・東北事業部計 892,442   △4.3   

本部 9,159   21.2   

合計 1,815,647   0.5   
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当第３四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等は

ありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあ

りません。 

  

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

(１)経営成績の分析 

当第３四半期会計期間における我が国の経済は、長期固定化しつつある円高及びデフレ色を強める国内

経済のもと、輸出関連・内需関連の別なく企業業績の悪化が懸念される状況にあります。また、個人消費

においては、雇用情勢の好転が見込めない状況のなか、エコポイント等の政策的な下支えにより辛うじて

前年割れを回避しておりますが、自律的な回復には程遠いものであり全般的に厳しい経済情勢のもと推移

してまいりました。 

 当社の属する飲食業におきましては、比較的安価な業態においては消費者の低価格志向を反映した一層

の価格競争の激化と、その他の業態においては消費支出の選別強化を受けた客数の減少が顕著に表れてお

り、全般的に減収傾向が継続する厳しい経営環境を強いられております。 

 そのような状況のもと、当社は前事業年度に引き続き既存店舗の業績安定を主眼とした店舗運営体制の

整備を進めてまいりました。しかしながら、業界全体を取り巻く厳しい経済情勢を覆すには至らず既存店

舗の売上高は減少傾向にあり、店舗新設による増収効果が限定的なものとなりつつあります。 

 当第３四半期会計期間の店舗数の推移につきましては、当事業年度新設店舗の 終となる「忍家」業態

１店舗の出店を平成21年12月に完了し、合計97店舗と前事業年度末に比し７店舗増加しております。 

 以上の結果、当第３四半期会計期間の業績は、前述しましたとおり既存店舗売上高が減少傾向にあり、

売上高は1,815,647千円(前年同四半期比0.5％増)と前年同四半期に比べ微増に留まっております。利益面

につきましては、サービスレベルの向上を目的とした店舗人員体制の整備を進めつつ、大幅な増収を許さ

ない経済情勢に対応するため原価低減及び全社的な経費削減を進めており、営業利益は275,570千円(前年

同四半期比8.9％増)となりました。なお、前事業年度において計上しております役員賞与引当金繰入額に

つきましては、毎期継続的な支給を定めておりませんので、当第３四半期会計期間においては計上してお

りません。 

 経常利益につきましては、資金運用の効率向上を目的として購入してまいりました投資有価証券の売却

等の営業外収益の増加により278,197千円(前年同四半期比9.3％増)となりました。なお、前事業年度にお

いて回収が困難と予想された債権に対して計上しました貸倒引当金繰入額2,400千円につきまして、当第

３四半期会計期間において保全が確認されたため全額を戻入処理としております。 

 四半期純利益は前年同四半期会計期間において閉鎖店舗にかかる減損損失を含む特別損失合計16,642千

円を計上しておりましたので147,640千円(前年同四半期比18.9％増)となりました。 

  

事業部門別の業績は、以下のとおりであります。 

①首都圏・北関東事業部 

 当事業部は、首都圏地域ドミナント化推進のため東京都・千葉県・埼玉県を中心に出店を進めつつ、そ

の他の地域の既存店舗の業績安定を推進する方針を採っております。この方針に基づき、当四半期会計期

間においては埼玉県蕨市に「忍家」業態１店舗を出店し、当事業年度計画の総ての店舗の出店を完了しま

した。 

 以上の結果、当第３四半期会計期間の売上高は、新設店舗の業績が総じて好調に推移しており、既存店

舗の減収を吸収し914,044千円(前年同四半期比5.4％増)と増収を果たしております。利益面につきまして

は、従来は増収による利益増大を主眼とした事業部運営方針を採ってまいりましたが、経済情勢全般を考

慮し当第３四半期会計期間においては原価低減及び販売促進関連費用の見直し等の経費削減も同時に進

め、営業利益191,497千円(前年同四半期比15.6％増)と良好な結果が確保できたものと考えております。 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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②北関東・東北事業部 

 当事業部は、新業態の開発及び既存オリジナル業態店舗の再開発、並びに既存店舗業績安定を推進する

方針を採っております。この方針に基づき、当第３四半期会計期間においては店舗新設は行わず、既存店

舗における経費管理強化による利益確保を主眼とした事業部運営を進めてまいりました。 

 以上の結果、当第３四半期会計期間の売上高は、既存店舗の減収傾向が事業部全体の減収として表れ

892,442千円(前年同四半期比4.3％減)の減収となりました。利益面につきましては、増収による利益増大

は困難と判断し、経費削減による利益確保を進め営業利益174,850千円(前年同四半期比1.8％減)と売上高

の減少を勘案すれば小幅な減益に止めることができたものと考えております。 

  

(２)財政状態の分析 

（資産の部） 

 当第３四半期会計期間末の資産の状況は、4,066,767千円と前事業年度末に比べ457,420千円(12.7％)増

加しております。 

 これは主に、定期預金の増加による現金及び預金の増加156,360千円、店舗新設に伴う有形固定資産の

増加167,122千円、敷金及び保証金の増加45,305千円、資金運用の効率向上を目的として購入した投資有

価証券の増加36,991千円等によるものであります。 

（負債の部） 

 当第３四半期会計期間末の負債の状況は、1,393,893千円と前事業年度末に比べ219,828千円(18.7％)増

加となりました。これは、期末月の仕入高の増加による買掛金の増加79,493千円、短期的な資金支出のた

めの短期借入金の増加100,000千円、店舗新設に伴う資金需要に対応した長期借入金(１年内返済予定を含

む)の増加53,757千円等によるものであります。 

（純資産の部） 

 当第３四半期会計期間末の純資産の状況は、2,672,873千円と前事業年度末に比べ237,591千円(9.8％)

増加となりました。これは、四半期純利益264,122千円の計上による増加及びその他有価証券評価差額金

の1,819千円増加に対し、未払配当金の支出計上28,350千円によるものであります。 

  

(３)キャッシュ・フローの分析 

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、427,459千円と当第２四半期会計期間末に比

べ235,474千円(122.7％)増加しました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、378,375千円と前年同四半期会計期間

に比べ3,155千円(0.8％)の増加となりました。 

 これは主に、税引前四半期純利益が280,580千円と42,775千円(18.0％)増加したのに対し、法人税等の

支払額が108,807千円と40,575千円(59.5％)増加したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、△53,444千円と前年同四半期会計期間

に比べ53,900千円(50.2％)の増加となりました。 

 これは主に、定期預金の払戻による収入の60,000千円増加及び投資有価証券の売却による収入の12,671

千円増加に対し、投資有価証券の取得による支出が43,898千円と前年同四半期会計期間に比べ23,898千円

(119.5％)増加したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、△89,456千円と前年同四半期会計期間

末に比べ7,306千円(8.9％)の減少となりました。 

 これは主に、ファイナンス・リース債務の返済による支出が6,531千円増加したことによるものであり

ます。 

  

(４)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに発生した

課題はありません。 

  

(５)研究開発活動 

該当事項はありません。 
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(６)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当社を取り巻く事業環境は、デフレ色が濃厚となる国内経済を反映した企業業績の一層の悪化が懸念さ

れる状況のなか、雇用不安や所得環境の悪化を背景に個人消費は全般的には減少傾向にあるもとの思われ

ます。飲食業界おいても、個人消費の趨勢を反映し全般的に減収傾向を明確にしつつあり、依然としてオ

ーバーストア気味な市場環境のもと厳しい価格競争が進行し、業界全体的な収益力の低下が懸念される状

況にあります。 

①出店戦略 

当社の基幹業態である「忍家」業態での出店に注力してまいります。当業態は一般的な居酒屋業態と比

較しますと客単価の高い業態であり、低価格指向とは反対の性格を有する業態ではありますが、少々負担

は増えても非日常を手軽に楽しめる業態として支持をいただいており、いたずらに価格競争に陥ることな

く安定的な需要を確保できる業態であると考えております。 

 出店地域的には、従来は費用管理面における優位性を考慮し、北関東を中心とした地方への出店を主と

してまいりましたが、前事業年度からはより市場規模の大きな首都圏地域への出店を増加させており、今

後も首都圏地域出店増加の方針を採る予定であります。かかる方針は、全国的に見ても人口が集中する首

都圏地域への出店を増加させることにより「忍家」業態の浸透を図り、今後の全国的な展開への布石とす

るものであります。終局的には「忍家」業態をナショナルブランドとして認知される業態へと育成する一

環であるとの考え方であります。 

 また、業態的には「忍家」業態による出店地域の拡大を基本としてまいりますが、ドミナント戦略の基

礎となる同一地域への複数店舗出店はもとより、「忍家」業態を補完する新たな業態による複数業態での

出店が可能とするために１事業年度１業態を目標に業態開発を進めてまいります。 

 上記の方針に基づき、当事業年度の新業態として「もんどころ」業態を新たに開発し、平成21年４月に

茨城県水戸市に出店し、業績は好調に推移しております。今後、当業態が「忍家」業態を補完する第２の

業態として成長が期待できるものと考えております。 

②商品戦略 

日本全国各地の特色ある「こだわり食材」及び「季節の旬の食材」をお値打ち価格で提供して参りま

す。また、近年多発する食品偽装による食への安心・安全に対する不信感に対応できるよう、地元茨城の

生産者から直接仕入れる「顔の見える食材」の導入を積極的に進めてまいります。 

 これらの食材の特徴を生かしたシンプルな商品に加え、創作性の高い当社独自の商品を提供することに

より、あらゆる客層の嗜好に対応可能な商品構成を模索しております。この考え方を具現した業態が「も

んどころ」業態であり、地産地消の枠を超えて茨城の安心安全な食品・食材の情報発信を可能とする業態

であると考えております。 

③人材戦略 

飲食業の基本となるＱＳＣ(商品の品質・サービス・クリンリネス)向上の基礎となる「人材力の強化」

のため、店舗の管理体制を見直して参ります。  

 具体的には、店舗責任者の資質向上は業績向上への 短の手段であるとの認識から、社内研修制度の拡

充による店長育成に注力して参ります。また、エリア責任者の増員により担当店舗数を削減し、店舗との

コミュニケーションの向上を図り様々な問題の早期解決や、エリア別のきめ細かい販売促進の導入を可能

とするものであります。加えてエリア構成の細分化に伴い各エリア間に競争意識が醸成され、業績及びサ

ービスレベルの向上に寄与するものと考えております。 

④経費管理政策 

組織の拡大に伴う経費の自然増加に対しましてコストダウン委員会を組織し、全社的な現状把握を基に

した経費抑制及び経費削減を進めて参ります。この組織は、従来は当然とされていた費用支出において

も、要否の判定に基づき不要と判断される費用支出の削減はもとより、必要とされる費用支出においても

代替行為による費用削減効果が見込める場合には積極的に取り入れ、全社的な費用増加を抑制するための

施策を経営に提言するものであります。 

  

(７)経営者の問題意識と今後の方針について 

当社の事業領域であります飲食業は、基本的に個人消費の動向に業績が大きく左右される事業でありま

す。昨今の個人消費の動向においては、デフレ色を強める経済情勢のもと低価格を求める傾向が強くなる

一方であるように思われます。但し、現在の消費者の動向を勘案しますと、低価格志向も単に「安ければ

良い」的な考え方ではなく、商品・サービスの質を見極めたうえで相対的な価格優位性をもって「安さ」

を追及している感があります。 

 当社においては、安易に価格競争に陥ることなく質の向上をもって、お客様に相対的な割安感を持って

いただき、再来店を促すことを競争力の源泉と考えております。言い換えれば、お客様に満足してご利用

いただける商品・サービスの提供が当社が追及すべき価格競争力であるとの考え方であります。 
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以上の経営方針を具現しておりますのが「忍家」業態であります。一般的な居酒屋業態と比較しますと

客単価は高めの設定としておりますが、非日常を手軽にお楽しみいただける癒しの空間を演出することに

注力しております。また、この方針は「忍家」業態のみに限らず、当社の保有するすべての業態に共通す

る基本概念でもあります。 

 また、この方針を維持するための源泉が人材力であり、この向上なくして当社の経営方針の維持は不可

能と考えております。昨今の雇用情勢の悪化は社会的には好ましいものではありませんが、当社の属する

飲食業界においては優秀な人材の確保に期待が持てる状況となりつつあり、当社においてもこの機を逃さ

ず優秀な人材を確保し、より一層のサービスレベルの向上につなげていきたいと考えております。また、

この行為により微力ながらも雇用不安の解消に資することができれば、社会的な責任に対する一つの回答

ともなり得るものと自負しております。 

 以上により、安定的な収益力向上により事業対応力を強化し、企業の社会的責任を果たしつつ関係各位

の利益向上を約する経営に邁進する所存であります。 
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 418,253 505,754

減価償却費 272,731 298,379

減損損失 24,836 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11,060 △4,162

賞与引当金の増減額（△は減少） △20,501 1,891

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △21,000

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △15,036 △6,125

投資有価証券売却損益（△は益） － △3,149

固定資産除却損 3,859 705

受取利息及び受取配当金 △2,595 △4,257

支払利息 6,636 7,766

売上債権の増減額（△は増加） △11,438 △19,832

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,835 △5,366

その他の資産の増減額（△は増加） △6,143 △11,600

仕入債務の増減額（△は減少） 81,920 79,493

未払金の増減額（△は減少） 42,592 29,373

その他の負債の増減額（△は減少） 23,647 △18,138

その他 1,258 1,251

小計 821,243 830,983

利息及び配当金の受取額 295 1,269

利息の支払額 △6,640 △7,995

法人税等の支払額 △81,810 △250,283

営業活動によるキャッシュ・フロー 733,088 573,974

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △166,500 △763,500

定期預金の払戻による収入 80,000 671,500

有形固定資産の取得による支出 △436,170 △435,643

無形固定資産の取得による支出 △15 △79

投資有価証券の取得による支出 △30,200 △90,538

投資有価証券の売却による収入 － 60,309

建設協力金の支払による支出 △14,000 －

建設協力金の回収による収入 8,304 8,346

敷金及び保証金の差入による支出 △26,049 △48,781

敷金及び保証金の回収による収入 16,811 1,476

投資活動によるキャッシュ・フロー △567,820 △596,909

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 70,000 200,000

短期借入金の返済による支出 △70,000 △100,000

長期借入れによる収入 320,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △256,752 △246,243

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △16,151

配当金の支払額 △28,125 △28,308

財務活動によるキャッシュ・フロー 35,121 109,296

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 200,389 86,360

現金及び現金同等物の期首残高 145,715 341,098

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  346,105 ※  427,459
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平成２１年２月１０日

ホリイフードサービス株式会社 

取  締  役  会 御中 

  
 

  
 

  
 

   

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ホリイフードサービス株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第２７期事業年度の

第３四半期会計期間（平成２０年１０月１日から平成２０年１２月３１日まで）及び第３四半期累計期間

（平成２０年４月１日から平成２０年１２月３１日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対

照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ホリイフードサービス株式会社の平成２０年１２月

３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並び

に第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

   監 査 法 人  ト ー マ ツ

指 定 社 員 

  

業務執行社員 

公認会計士  関      常  芳  印 

指 定 社 員 

  

業務執行社員 

公認会計士  沼  田  敦  士  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





  

  

平成２２年２月１０日

ホリイフードサービス株式会社 

取  締  役  会   御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ホリイフードサービス株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第２８期事業年度の

第３四半期会計期間（平成２１年１０月１日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期累計期間

（平成２１年４月１日から平成２１年１２月３１日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対

照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。  

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。  

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ホリイフードサービス株式会社の平成２１年１２月

３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並び

に第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員 

  

業 務 執 行 社 員 

公認会計士  関      常  芳  印 

指定有限責任社員 

  

業 務 執 行 社 員 

公認会計士  沼  田  敦  士  印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年２月12日 

【会社名】 ホリイフードサービス株式会社 

【英訳名】 Horiifoodservice Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 飯 田 益 弘 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません 

【本店の所在の場所】 茨城県水戸市中央二丁目10番27号 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

  (東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号) 

 

 



当社代表取締役社長飯田益弘は、当社の第28期第３四半期(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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